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GIGAスクール構想への
対応について

教育委員会事務局 教育総務課・学校教育課



新学習指導要領改訂の経緯及び基本的な考え方
（平成29年9月発⾏「新学習指導要領の趣旨とポイント」岡山県総合教育センター発⾏より引⽤）

� 生産年齢⼈⼝の減少、グローバル化の進展、⼈⼯知能の進化などにより、
子供たちの将来は、予測困難な時代になると言われています。

� これからの学校教育には、子供たちが様々な変化に積極的に向き合い、他
者と協働して課題を解決していくことや、様々な情報を見極めて再構成し、
新たな価値につなげていくことができるようにすることなどが求められま
す。

� 新学習指導要領では、こうした状況を踏まえ、「よりよい学校教育を通じて
よりよい社会を創る」という目標を学校と社会が共有し、連携・協働しなが
ら、新しい時代に求められる資質・能⼒を子供たちに育む「社会に開かれ
た教育課程」の実現を目指すことが示されました。



育成を目指す資質・能⼒の三つの柱

� 今回の改訂では、「生きる⼒」を子供たちに育むために「何のために学ぶの
か」という各教科等を学ぶ意義を共有しながら、授業の創意⼯夫等を引き出し
ていくことができるようにしています。

� そのため、全ての教科等の目標及び内容を｢知識及び技能｣｢思考⼒、判断⼒、
表現⼒等｣｢学びに向かう⼒、⼈間性等｣の資質・能⼒の三つの柱で再整理して
います。

①学びに向かう力・人間性等の涵養

どのように社会や世界と関わり、よりよい⼈生を送るか
②知識・技能の習得

何を理解しているか、何ができるか
③思考力・判断力・表現力等の育成

理解していることやできることをどう使うか



主体的・対話的で深い学び（アクティブラーニング）

� 子供たちが、これからの時代に求められる資質・能⼒を⾝に付け、生
涯にわたって能動的に学び続けることができるようにするためには、
学習の質を一層高める授業改善の取組を活性化していくことが必要で
す。

� そして、優れた教育実践に⾒られる普遍的な視点である「主体的・対
話的で深い学び」の実現に向けた授業改善が求められます。



授業改善の三つの視点

� 学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら、
⾒通しをもって粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り返って次につなげる
「主体的な学び」が実現できているか。

� 子供同士の協働、教職員や地域の⼈との対話、先哲の考え方を手掛かりに考え
ること等を通じ、自己の考えを広げ深める「対話的な学び」が実現できている
か。

� 習得・活⽤・探究という学びの過程の中で、各教科等の特質に応じた「⾒方・
考え方」を働かせながら、知識を相互に関連付けてより深く理解したり、情報
を精査して考えを形成したり、問題を⾒いだして解決策を考えたり、思いや考
えを基に創造したりすることに向かう「深い学び」が実現できているか。



カリキュラム・マネジメントの充実

� 学習の基盤となる資質・能⼒や現代的な諸課題に対応して求められる資質・能
⼒を育成するためには、教科等横断的な学習を充実することや、「主体的・対
話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を、単元や題材など内容や時間のま
とまりを⾒通して⾏うことが求められます。そのため、カリキュラム・マネジ
メントが必要です。

� 情報活用能力の育成

①各教科等で、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切に活
⽤した学習活動の充実を図ります。
②小学校においては、児童がプログラミングを体験しながら、コンピュータに意
図した処理を⾏わせるために必要な論理的思考⼒を⾝に付けるための学習活動を
適切に位置付けて実施します。



教育のＩCＴ化に向けた環境整備５か年
計画（2018〜2022年度）
� 新学習指導要領においては、情報活⽤能⼒が、言語能⼒、問題発⾒・解決能⼒
等と同様に「学習の基盤となる資質・能⼒」と位置付けられ、「各学校におい
て、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活⽤するために必
要な環境を整え、これらを適切に活⽤した学習活動の充実を図る」ことが明記
されるとともに、小学校においては、プログラミング教育が必修化されるなど、
今後の学習活動において、積極的にＩＣＴを活⽤することが想定されています。

� このため、⽂部科学省では、新学習指導要領の実施を⾒据え「2018年度以降の
学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」を取りまとめるとともに、当該整備方針
を踏まえ「教育のＩCＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018〜2022年度）」
を策定しました。また、このために必要な経費については、2018～2022年度
まで単年度1,805億円の地方財政措置を講じることとされています



2018年度以降の学校におけるＩＣＴ環境
の整備方針で目標とされている水準
� 学習者⽤コンピュータ３クラスに１クラス分程度整備
� 指導者⽤コンピュータ授業を担任する教師１⼈１台
� 大型提示装置・実物投影機100％整備

各普通教室１台、特別教室⽤として６台
（実物投影機は、整備実態を踏まえ、小学校及び特別支援学校に整備）

� 超高速インターネット及び無線LAN 100％整備
� 統合型校務支援システム100％整備
� ＩＣＴ支援員４校に１⼈配置



奥州市の現状（令和2年度予算執⾏後）

� 小学校（２校）︓タブレット62台（児童⽤）導入予定
通算782台 １台当たり/7.0人

� 中学校（９校）︓タブレット327台（生徒⽤）導入予定
通算638台 １台当たり/4.5人

� 現時点で小・中学校合わせて１台当たり/5.9人の整備率となるが、児童生徒3⼈
に1台の整備に向けて、2022年度までに約2倍の台数まで増やす必要がある。



ＧＩＧＡスクール構想（令和元年度）

� 令和元年（2019年）12月19日に⽂部科学大臣メッセージとして「子供たち一⼈
ひとりに個別最適化され、創造性を育む教育ICT環境の実現に向けて」が発出
され、いわゆるＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた施策がスタートした。

� 令和元年度補正予算額2,318億円（内公立分2,173億円）が措置され下記の事
業概要が示された。
・校内通信ネットワークの整備
→令和元年度に全小・中学校に校内無線ＬＡＮシステムを整備済

・児童生徒１人１台端末の整備

→未対応

※ 奥州市では、独自予算で整備を進めていたため補助導入は断念



ＧＩＧＡスクール構想（令和2年度）

� 令和２年４月に令和２年度補正予算案が閣議決定され、「１⼈１台端末」の早
期実現や、家庭でも繋がる通信環境の整備等、「ＧＩＧＡスクール構想」にお
けるハード・ソフト・⼈材を一体とした整備を加速することで、緊急時におい
てもＩＣＴの活⽤によりすべての子供たちの学びを保証できる環境を早急に実
現することを目的として総額約2,292億円が計上され下記の事業概要が示され
た。
・児童生徒の端末整備支援
令和４年（2022年）度に達成するとされている端末整備の前倒しを支援

・学校ネットワーク環境の全校整備
・ＧＩＧＡスクールサポーターの配置
・緊急時における家庭でのオンライン学習環境の整備





令和2年度補正予算（GIGAスクール補助
⾦）の活⽤について
� 全児童生徒・教員にタブレットを整備した場合
� 児童生徒数 8,425⼈ ①（2019年5月1日調査、GIGA補助⾦基準⼈数）

8,304⼈ （2020年5月1日学校基本調査、参考）
� 端末単価 45千円 ②（定額補助額。基本パッケージ参考価格）
� オプション 38千円 ③（保障、フィルタリング、修理、研修含み）
� 導入台数 9,000台 ④（児童生徒、教員）
� 補助基準 5,614台 ⑤（各学校・各学年の2/3の積み上げ）
� 導入費⽤ 24,287千円 ⑥（初期設定、運⽤支援）
� 関係備品 38,720千円 ⑦（充電保管庫等）
� 事業費計 801,007千円 ⑧（②+③×④、⑤、⑥の合計）
� 国庫補助 252,630千円 ⑨（②45千円×④5,614台）
� 自己負担 557,337千円 ⑩（新型コロナウィルス対策臨時交付⾦充当）



これからの進め方 市情報化推進委員会
へのGIGAスクール検討WGの設置
� 国が推進するＧＩＧＡスクール構想に対応するため、小中学校におけるＩＣＴ
教育環境全般の検討及びＩＣＴ教育の推進を図るため、市情報化推進委員会規
程に基づき、関係課の業務担当者によるワーキンググループを設置する。

� ワーキンググループ員
・総務課
・財政課
・教育委員会事務局教育総務課
・教育委員会事務局学校教育課
・市内小中学校教職員のうち教育⻑の推薦を受けたもの

� （オブザーバー）
・一般社団法⼈胆江農業管理センター 担当職員



検討の進め方（導入・活⽤方針等）
� 導入機器の選定
・３ＯＳ（Microsoft Windows、Google Chrome OS、iPadOS）ごとの標準仕様を提示
・十分な通信ネットワークとクラウド活⽤の下でのブラウザベースでの活⽤が大前提
・大量調達実現を含めて、５万円程度の価格帯
・タッチパネル・ハードウェアキーボード、インカメラ/アウトカメラを共通仕様に
・Wi-Fiを補完するＬＴＥも選択肢の１つ

� 基本ソフトの選定
・Google for Education、 Microsoft Teams、学びポケット 等

� 学習⽤ソフトの選定
� 保障・サポート体制の構築 等



検討の進め方②（導入・活⽤方針等）
� 初期設定・環境整備等
・インターネット接続⼝の分離、ネットワーク設計の検討、IPアドレス割当て
・セキュリティ関連機器及び通信機器の導入・設定費⽤など

� 個⼈アカウントの設定等
・児童生徒1⼈1⼈のアカウントの作成・管理 等

� 学習⽤ソフトの選定
� 導入ソフト・授業等への活⽤方法の検討
� セキュリティ対策・持ち出しルールの設定等



特別支援教育に係る小中学校の現状について 

 

１ 特別支援教育支援員の配置状況について 

  現在、奥州市には小学校に３５名、中学校に７名の支援員が配置されており、毎年小中
各１名ずつの増員を図ってきている。 
【参考】中学校特別支援学級卒業者進路状況（H30、R1 とも進学率 100%） 

 平成 30 年度卒業生徒 令和元年度卒業生徒 
 知 情 肢 病 LD 知 情 肢 病 LD 
公立高等学校 全日制 普通科 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 
公立高等学校 全日制専門学科 0 0 0 0 1 0 3 0 0 0 
公立高等学校 定時制・通信制 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 
私立高等学校 全日制・通信制 0 0 0 0 1 2 3 0 0 1 
特別支援学校高等部 8 2 0 0 0 7 4 1 2 0 

 
２ 特別支援学級の状況 

・設置学級    小学校 51 学級、中学校 24 学級 
・在籍児童生徒数 205 人（前年比 16 名増） 
・就学支援委員会で「特別支援学級在籍適」となった児童生徒数 319 名（前年比 16 名減） 
・上記のうち通常学級に在籍（不一致）している児童生徒数  42 名（前年比 19 名増） 
・「通常学級要観察」となった現 1 年生の児童数        42 名（前年比 25 名増） 
   →特別支援学級の児童生徒数が増加したうえに、通常学級にも障がいをもった児童生徒 
   が増えている。特に小学校 1年生では顕著。 
 

３ 特別支援教育支援員の現状と課題について 

  １名の支援員が複数の児童生徒を担当しなければならないことが多く、発達に課題が
ある児童生徒数が増加傾向にあることや、保護者の要求も多岐に及ぶことから特別支援
教育支援員のニーズは年々高まっている。 

 
４ 市教委で考える課題への対応策 

 ・市教委を含む関係機関が入った支援会議（ケース会議）の実施。 
 ・巡回相談スタッフによる巡回を複数回行い、学校に支援の在り方について助言する。巡 

回での観察をもとに就学支援委員会での審議を行う。 
 ・支援会議や巡回相談を受けての保護者との教育相談の実施。 
 ・教職員の特別支援教育の理解の推進（教職員向けの校内研修を実施している学校の割合 

100％（H31、R1））。 
・見守り体制の強化に向けて、支援員の配置や増員も検討する。 



５ 特別支援教育支援員の配置が切実に望まれる事例について 

（１）Ａ中学校〔学区内に発達障害のある児童生徒の受け入れ施設あり。途中転入が多い。〕 
  ア 県内の支援学級在籍児が家庭事情により、年度途中に転入するケースがあり、受け

入れる担任に大きな負担（受け入れ準備・打合せ等を含む）がかかっている。 
  イ 両親ともに外国人で、本人も日本語がわからないことからトラブルが多く、多動・

短気な生徒がいる。（通訳がつかない時間帯でのトラブルが多い。ＡＤＨＤ傾向あり） 
  ウ 発達障害がある生徒の見守りがままならない状況から、周囲にいる生徒の安全面

の確保も強く懸念されている。 
 

（２）Ｂ中学校〔知的学級８名、自閉症・情緒学級３名、肢体不自由児学級１名在籍〕 
  ア ダウン症であり、本来は特別支援学校での教育が適切である生徒が在籍している。 
   目を離すと教室を抜け出すので、常に誰かが付いていないといけない状況である。 

 イ 情緒学級にも抜け出しをしようとする生徒が在籍している。 
ウ 支援員や担任が５分の休息も取れないような状況。 

 
（３）Ｃ中学校〔知的学級２名、自閉症・情緒学級４名、肢体不自由児学級 1 名在籍〕 

ア 自閉症スペクトラム障がいがあり、自閉症・情緒学級に在籍する生徒。服薬はして
いるが、暴言の他、教室の抜けだし、同じ学級の生徒への授業妨害、暴れて指導困難。
常に誰かが付いていないといけない状況である。 

イ 通常学級在籍生徒（ADHD）。生徒間トラブルがあり、教師の指示に従わない。言
葉のやり取りから、自分の感情を抑えられなくなることがある。同じ学級に同様の傾
向の生徒が数名おり、学級全体が落ち着かない状態である。 

ウ 支援学級担任が心労のため病級に入ったことで、非常に苦しい状況である。 
 
（４）Ⅾ小学校〔知的４名、自閉症・情緒９名、病弱・虚弱 2 名、難聴 1 名在籍〕 

ア ＡＤＨＤ、ＡＳＤの児童で、ほぼ毎日パニックを起こしており悪化傾向にある。教
師に対しても暴力があり、先日は女性教諭が怪我をした。 

イ 担任が病休になり、他の児童へも対応が必要なため、非常に苦しい状況である。 
   

【参考】市費の特別支援教育支援員（近隣 4 市） 
 H28 H29 H30 R1 R2 
奥州市 33 名 34 名 37 名 40 名 42 名 
一関市   43 名 44 名 41 名 
北上市    45 名 44 名+2 学期から 6 名増を目標 
花巻市 46 名 45 名 49 名 47 名 47 名（医療的ケア看護師 2 名含む）

+ 2 学期から数名増 



令和２年度 奥州市就学支援委員会の組織（就学支援委員名簿・就学支援専門委員名簿（訂正版） 

委員会名 奥州市就学支援委員会 水沢地域専門委員 江刺地域専門委員 前沢・衣川地域専門委員 胆沢地域専門委員 

医療関係 
菅原 久江 

（水沢キッズクリニック） 

板倉 紀子 

（板倉小児科医院） 

伊藤 雄 

（いとうファミリークリニック） 

五味 郁子 

（美希病院） 

及川 雄悦 

（まごころ病院） 

小・中学校長等 

朝倉 啓二（水沢小） 

佐久間 充（岩谷堂小） 

近藤 純一（前沢小） 

鈴木 雅司（胆沢中） 

小田島 雄（衣川小） 

小野寺一恵（前沢北こども園） 

朝倉 啓二（水沢小） 

菊地 卓哉（東水沢中） 

吉田 照彦（佐倉河幼稚園） 

佐久間 充（岩谷堂小） 

村上 俊明（江刺一中） 

佐藤  良 （岩谷堂幼稚園） 

近藤 純一（前沢小） 

菊池 俊二（衣川中） 

久光 富美（衣里幼稚園） 

 

鈴木 雅司（胆沢中） 

高橋 浩喜（胆沢一小） 

佐々木 孝義（若柳幼稚園） 

 

小・中学校教諭等 

佐竹 淳子（佐倉河小） 

小澤由希子（岩谷堂小） 

石川 律子（前沢中） 

渡邉 久仁恵（胆沢一小） 

沢田 美香（衣川小） 

朝日田 浩子（水沢小） 

細野 淑子（水沢南小） 

菊地まゆみ（常盤小） 

佐竹 淳子（佐倉河小） 

松戸 紀代子（水沢中） 

小澤 由希子（岩谷堂小） 

佐藤 里美（江刺愛宕小） 

千葉 琴絵（稲瀬小） 

黒田 昌江（江刺一中） 

菊池 昌彦（江刺南中） 

村上 春枝（前沢小） 

沢田 美香（衣川小） 

石川 律子（前沢中） 

 

渡邉 久仁恵（胆沢一小） 

柳池 多恵子（南都田小） 

今野 優（胆沢愛宕小） 

服部 雅英（胆沢中） 

 

関係行政機関職員 

近藤 健一 

（前沢明峰 副校長） 

 

山岸 公美 

（一関児相 所長） 

 

菅原 敬子 

（子ども発達支援センター所
長） 

児玉 晶子 
（子ども発達支援センター 

上席主任臨床心理技師） 
及川 千春 

（子ども発達支援センター 

児童療育指導員） 

千葉 めぐみ 

（子ども発達支援センター 

児童療育指導員） 

阿部 斐香梨 

（子ども発達支援センター 

児童療育指導員） 

佐々木 政義 

（奥州市教育研究所 所員） 

及川 理佳子 

（奥州市教育研究所  

学びと心の指導員） 

及川 千鶴子 
（前沢明峰 教諭） 
 
藤原 亜希子 

（一児相 上席児童心理司） 
 
児玉 晶子 
（子ども発達支援センター
上席主任臨床心理技師） 

 
及川 千春 
（子ども発達支援センター
児童療育指導員） 

 
佐藤 静香 
（健康増進課 主任保健師） 
 
佐々木 政義 

（奥州市教育研究所 所員） 

菅原 慶子 

（前沢明峰 指導教諭） 

 

菅原 愛理 

（一児相 児童心理司） 

 

千葉 めぐみ 

（子ども発達支援センター
児童療育指導員） 

 

和泉 はつみ 

（健康福祉グループ 主任
保健師） 

 

及川 理佳子 

（奥州市教育研究所  

学びと心の指導員） 

三井 優子 

（前沢明峰 教諭） 

 

藤原 亜希子 

（一児相 上席児童心理司） 
 

阿部 斐香梨  

（子ども発達支援センター
児童療育指導員） 

 

佐藤 恵美香（前沢） 

（市民福祉グループ 主任
保健師） 

 
小林 由果（衣川） 

（市民福祉グループ 保健
師） 

 

佐々木 政義 

（奥州市教育研究所 所員） 

小野寺 薫 

（前沢明峰 教諭） 

 

菅原 愛理 

（一児相 児童心理司） 

 

菅原 敬子 

（子ども発達支援センター
所長） 

 

松本 愛育 

（健康福祉グループ 主任
保健師） 

 

及川 理佳子 

（奥州市教育研究所  

学びと心の指導員） 

教育委員会事務局職
員 

佐藤 利康 

（学校教育課長） 

    

             ２１名           １５名         １４名          １３名             １３名        

事務担当者  米沢 俊哉 指導主事 
深澤  伸  指導主事 

米沢 俊哉 指導主事 
高橋 美友紀 指導主事 小室 孝典 指導主事 赤井 洋平 指導主事 

☆市就学支援委員および各地域専門委員→下線は、新規委嘱。各地域専門委員は、任期１年で全員に委嘱状を交付する。 



  

P３ 就学支援日程 

月 ・ 日 就学支援委員会 就学支援専門委員会議 学校・園 等 

【４月～７月 校内・園内就学支援対象児の状況把握期間 校内・園内就学支援委員会の実施 】 

６月上旬 

【第１回就学支援委員会】 

委員の委嘱 

委 員 長 ・ 副 委 員 長 の 選 任 

就学支援日程の確認 

就学支援方法等の検討 

 

【４月 ～ ７月】 

校（園）内就学支援委員会 

□対象児童生徒の確認 

（対象児の状況） 

（要観察児の状況） 

（新規対象児の確認） 

□支援方針・計画の検討 

 個別の教育支援計画等の

作成 

□就学支援個票の作成 

□教育措置（継続・変更）の

検討 

□個別検査実施の保護者の

了解等の教育相談 

６月下旬 

（水沢、江刺） 

（前・衣、胆沢） 

 

【第１回専門委員会議】 

□就学支援対象児童生徒の教

育的対応状況の確認 

□地域内就学支援日程の確認 

□検査等実施の見通し役割分

担等についての検討 

８月上旬 
  

就学支援個票の提出 

９月上旬 

（水沢、江刺） 

（前・衣、胆沢） 

 【第２回専門委員会議】 

□各学校・園から提出された

就学支援個票の検討 

□検査等の実施について検討 

 

 

※幼・保・小連絡カード 

就学時健診の前に各小学校に

情報提供 

10月上旬 

（水沢、江刺） 

（前・衣、胆沢） 

 【第３回専門委員会議】 

□調査結果についての検討 

□専門委員会議意見の提出 

学校（園）での就学支援状

況の報告 

10月下旬 
【第２回就学支援委員会】 

〔審議〕８月提出分 

  

10～12月 

次年度特別支援学級設置等 

申請 

□第２回就学支援委員会で保

留・継続審議となった児童生

徒の調査 

 

 

 

 

 

【第４回専門委員会議】 

□調査結果についての検討 

□専門委員会議意見の提出 

 

11月下旬 

（水沢、江刺） 

（前・衣、胆沢） 

 

特別支援学校適と審議され

た児童生徒に対する就学支

援・事務手続き 

就学予定児の個票提出 

 就学時健診の結果を受け

て新入学児の就学支援個

票の提出 

※幼・保・小連絡カード 

学校（園）での就学支援状

況の報告 

12月上旬 

 

【第３回就学支援委員会】 

 〔審議〕在学児童生徒 

     就学予定児童 

  

 

 

１月下旬 

（水沢、江刺） 

１月下旬 

（前沢・衣川、

胆沢） 

  第３回就学支援委員会で保

留・継続審議となった児童

生徒の調査 

【第５回専門委員会議】 

 調査結果についての検討 

就学支援個票の追加提出 

※幼・保・小連絡カード 

□就学に係る教育相談 

□幼保小の引継ぎ 

２月中旬 
【第４回就学支援委員会】 

〔審議〕第３回保留・新規 

 学校（園）での就学支援状況

の報告 

２月中旬～ 

３月下旬 

   

 

就学支援が必要な児童生徒に対する心理検査等実施 

就学予定児への調査（検

査）・教育相談の実施 

（１０月～11月） 

就学時健診の実施 


